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1「印紙税法」について、デロイト中国が 2021 年 6 月に公布した Tax Analysis を参照されたい。 
https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/cn/Documents/tax/ta-2021/deloitte-cn-tax-tap3422021-zh-210616.pdf 

租税関係の立法化——印紙税

に関する新政策の概要分析 
 
「中華人民共和国印紙税法」（以下、「印紙税法」）は、2022 年 7 月 1 日よ

り発効した1。「印紙税法」のより適切な施行のため、財政部と国家税務総局

は 2022 年 6 月に、「印紙税法」の施行に関する複数の法令（即ち、財政部・

税務総局公告 2022 年第 22 号と第 23 号、及び国家税務総局公告 2022 年第 14

号。以下、「公告」と総称）を相次いで公布した。上述の各法令は 2022 年 7

月 1 日より「印紙税法」と共に施行され、「印紙税法」に関する事項の実施基

準を明確化すると同時に、旧印紙税暫定条例下の一部法令を継続・失効・廃止

に分けて整理した。留意点として、「印紙税法」は旧印紙税制度の枠組みの大

部分を踏襲したが、今回公布された施行関連の法令は、これまでの印紙税実務

の論点に係る取り扱い（例：複数の主体に関わる課税文書に対する納税義務者

の判定、国外で作成された文書に対する納税義務の判定など）について明確化

すると共に、「印紙税法」の一部条項について、より詳しく定めた（金額が明

記されていない課税対象となる契約書の取り扱いなど）。本 Tax Analysis で

は、この部分について概要分析と考察を行う。 

 
複数の主体に関わる課税文書 

 
「印紙税法」により、国内で課税文書を作成した組織及び個人が印紙税の納税

義務者となる。ビジネス実務において、1 つの課税文書の作成に 3 つ以上の主

体が関わる可能性があることを考慮し、公告は、「『印紙税法』にいう「課税

文書を作成した納税者」とは、課税文書に対して「直接的な権利・義務関係」

を有する組織及び個人である」と定めた。また、公告は、過去の徴収管理実務

において議論となっている「複数の主体に関わる 2 種類の課税文書」に対する

納税義務者の判定について明確に定めた。 

 
 委託貸付方式を採用して作成された賃借契約書：印紙税の納税義務者は受

託者と借入者であり、委託者を含まない（注：印紙税法は課税物件限定列

挙主義を採用しており、委託者と受託者の間で締結された委託代理契約書

は印紙税の課税対象範囲外である）。 
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 売買契約書或いは財産権移転文書の名目で印紙税を納付する競売落札確認

書：印紙税の納税義務者は競売対象物の所有者と落札者であり、競売人を

含まない。 

 
公告により、課税対象となる 1 つの契約書或いは権利譲渡文書が 2 つ以上の当

事者によって作成された場合、通常、印紙税の納税義務者である各当事者はそ

れぞれ、自身に関わる契約金額に基づき課税標準を確定すべきである。各当事

者に関わる契約金額が課税文書に明記されていない場合、課税文書に記載され

た契約総額（明記された増値税の金額を含まない）を平均に割り当てた上で、

各当事者の課税標準を確定すべきである。 

 
国外で作成された文書に対する納税義務の判定及び国外納税義務者の申告規則 

 

「国外で作成し、中国国内で利用する課税文書」 

 

国外で作成された契約書などの関連文書に対する印紙税納税義務の判定は、業

界共通の関心事である。旧印紙税暫定条例により、中国国外で作成され、中国

国内で法的効力を持ち、中国の法律の保護を受ける文書について、中国国内で

印紙税を納付しなければならない。ただし、実務上、「中国国内で法的効力を

持ち、中国の法律の保護を受ける」をどう解釈すべきかについては、多くの議

論がある。7 月 1 日より施行された「印紙税法」では、上述の条項が改正さ

れ、「組織及び個人が国外で課税文書を作成し、中国国内で利用する場合、印

紙税を納付しなければならない」と定めた。今回公布された公告は、「国外で

作成し、中国国内で利用する課税文書」に該当するものを、下記の通り列挙し

た。 

 

課税文書の対象物 納税義務の判定基準 

不動産 国内に位置する 

持分 中国居住者企業の持分である 

動産 売り手或いは買い手が国内に位置する。ただし、国

外に位置する売り手から国内に位置する買い手へ販

売される「完全に国外で利用される動産、商標権、

著作権、特許権、専有技術使用権」を含まない。 

商標権、著作権、特

許権、専有技術使用

権 

サービス 

提供側或いは受入側が国内に位置する。ただし、国

外に位置する提供側から国内に位置する受入側へ販

売される「完全に国外で発生するサービス」を含ま

ない。 

 

サービス或いは一部の無形資産を対象物として国外で作成された文書につい

て、その印紙税納税義務の判定ルールは、現行の増値税法体系におけるクロス

ボーダー取引の納税義務の判定ルールと類似するものであり、通常、売り手或

いは買い手のいずれかが中国国内に位置する場合、当該文書は印紙税の課税対

象となる。また、増値税法体系と同様に除外規定も設けられている。上述の規

定は、法執行の透明性を高めると同時に、税目間の差異の解消に有効である。 

 

なお、これまでの増値税関係の実務経験を踏まえると、印紙税納税義務の一部

の判定ルール（例：「完全に国外で利用される（発生する）」）をどのように

解釈・実施すべきかについて、取り扱いが明確であるケース（例：国内の企業

或いは個人が国外で車両を借り入れるため、国外のレンタカー会社とレンタル

契約書を締結する場合、当該契約書は除外規定を適用して、印紙税の課税対象

外となる）と、議論が発生する可能性があるケースが存在する。実務上、ケー

スバイケースで税務当局とコミュニケーションを取る必要がある。 
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国外企業の印紙税納税義務の分析——国外企業が国内サプライヤーから貨物を仕入れた後、国外顧客に当該貨物を販売

する。また、国内サプライヤーが国外企業に倉庫保管サービスを提供する。取引フローは下図の通りである。 

 

 

契約書 1、契約書 2：国内で作成した場合、国外企業と国内サプライヤーの間で締結された売買契約書、倉庫寄託契約書

については、印紙税を納付しなければならない。国外で作成した場合、動産（サービス）の販売（提供）側が国内に位

置するため、国外企業が当該契約書について、印紙税を納付しなければならない。 

契約書 3：国外で作成し、かつ販売側と購入側がいずれも国外に位置する場合、当該契約書は、中国において印紙税の

納税義務が発生しない。 
 
国外納税義務者の申告規則 
 
上述した分析の通り、国外の企業或いは個人が印紙税課税文書を作成したことで、中国において印紙税の納税義務を負

う可能性がある。この場合、当該国外納税義務者がどのようにして中国で印紙税の納税義務を履行すべきかについて、

公告では、国内代理人の有無により、2 つのシナリオに分けて規定した。 
 

 納税方式 課税地 納税期限 

国内に代理人がいる 
国内代理人が源泉徴

収義務者となる 
国内代理人（組織）の所在地（居住地） 

四半期ごと、年ご

と、又はその都度

納付する方法から

選択できる。具体

的な納税期限は、

各省・自治区・直

轄市・計画単列市

の税務局が実際の

徴収管理状況に基

づき定める。 

国内に代理人がいない 
国外納税者が自ら申

告し納税する 

資産引渡場所の所在地、国内のサービス提

供者又は受領者の所在地（居住地）、課税

文書を作成する国内の当事者の所在地（居

住地）、不動産の所在地（不動産所有権の

移転に関わる場合）  

 
「印紙税法」により、国外で課税文書を作成し、中国国内で利用する組織及び個人は、法に従い印紙税を納付しなけれ

ばならない。また、関連規定の実施基準が明確に定められた。これを受け、クロスボーダー取引における国外主体の中

国での印紙税納税義務が、「印紙税法」実施後のホットトピックの一つとなっている。国外主体の主な懸念事項として、

「印紙税法」の実施後、自身が中国において負う印紙税の納税義務に変化が生じるか否か、また、中国で印紙税の納税

義務が発生し、且つ国内に代理人がいない場合、国外納税義務者がどのようにして申告と納税を行うべきかなどが挙げ

られる。実務上、地域的な制限などの影響で、国外納税義務者が自ら申告する場合、大きな困難が伴う可能性がある。

そのため、税務当局が国外納税義務者の自主申告に関する徴収管理規定をより明確に定めることが期待される。 
 
一方、クロスボーダー取引における国内主体は、国外納税義務者に対する印紙税の徴収管理において自身が履行すべき

義務に関心を持っている。これまでの徴収管理の実務から見て、一部の税務当局は国内主体に対して、関連国外納税義

務者の印紙税の源泉徴収を要求する可能性がある。「印紙税法」及びその関連公告から見て、「印紙税法」の実施後、

そういったケースでは、国内主体が国外納税義務者の国内代理人に該当しない場合、国内主体に源泉徴収を要求するの

は、法的根拠に欠ける措置であると言える。それ以前に、「国内代理人」などの定義もまだ不明瞭である。 
 
 
課税標準の事後確認と調整 
 
一部のケースでは、課税対象となる契約書、権利譲渡文書（説明の便宜上、以下、「課税文書」と総称する）の課税標

準は、課税文書の作成時点では確定していないか、或いは何らかの要因により計算結果に誤りが存在する可能性がある。

その場合、追って確認或いは調整を行う必要がある。今回公布された公告では、3 つのシナリオに分けて、その具体的

な取り扱いについて規定した。 
 

国内サプライヤー 国外企業 国外顧客 

契約書 1： 

売買契約書 

契約書 2： 

倉庫寄託契

約書 

契約書 3： 

売買契約書 

国外 国内 

ケーススタディ 



4 
 

シナリオ 1：課税文書に金額が明記されておらず、実際に決済を行う時点で金額が確定する 
 
経済活動において、納税者が課税文書（例：基本契約）を作成する時点で金額を明記せず、実際に決済を行う時点で初

めて金額が確定するケースがよく見受けられる。公告により、この場合、納税者が課税文書の作成日以降の最初に到来

する納税申告期間において、関連する課税文書の作成状況を申告し、決済完了後の最初に到来する納税申告期間におい

て、実際の決済金額に基づき印紙税の計算・申告・納付を行わなければならない。 
 
 
 
 
納税者が四半期ごとに印紙税を申告・納付する方法を選択し、2022 年 8 月 25 日に鋼材売買契約書を作成した。契約書

において、取引される鋼材の数量を明記すると共に、引渡日における鋼材の市場価格に基づき取引金額を計算するよう

約定した。その後、2022 年 10 月 12 日に、契約に従って鋼材売買金額を決済を行い、100 万元の代金を支払った。 
 
上述した納税者は、課税対象となる契約書を作成する時点、及び実際に決済を行う時点で「印紙税税源明細表」を記入

し、2022 年 10 月と 2023 年 1 月の納税申告期間に、それぞれ財産行動税総合申告を行う必要がある。 
1）2022 年 10 月の納税申告期間に納税者が支払うべき印紙税：0 元 
2）2023 年 1 月の納税申告期間に納税者が支払うべき印紙税：1,000,000 元×0.3‰=300 元 
 
シナリオ 2：課税文書に記載された金額が実際の決済金額と一致しない 
 
課税文書に記載された金額が実際の決済金額と一致しない場合、課税文書に記載された金額が変更されるか否かに応じ

て、課税標準を調整するか否かを決定する。具体的には以下の通りである。 

 
 
（注：納税者が従来の印紙貼付方式を採用して印紙税を納付する場合、余分に貼付された印紙に対して、過大納付分の

印紙税の還付・控除は認められない。） 
 
上述の規定を踏まえて、納税者は、契約の発効期間中において課税文書に記載された金額が変更されることによって発

生する税額の追納や還付による影響に留意する必要がある。「課税文書に記載された金額の変更」を引き起こす事象

（例：追加覚書の締結、注文書の修正、メールによる補足事項の確認等）として認められるものについて、所轄税務当

局とのコミュニケーションが必要になる可能性がある。 
 
シナリオ 3：課税文書に記載された増値税額の計算誤謬による課税文書の課税標準の調整 
 
課税文書に記載された増値税額の計算誤謬により、課税文書の課税標準が調整される場合、納税者は調整後の課税標準

に従って印紙税を再計算する必要がある。具体的には以下の通りである。 

 
 
（注：納税者が従来の印紙貼付方式を採用して印紙税を納付する場合、余分に貼付された印紙に対して、過大納付分の

印紙税の還付・控除は認められない。） 
 
「印紙税法」では、「課税文書に係る印紙税の課税標準は、課税文書に記載された金額であり、明記された増値税の金

額を含まない」と明確に定められた。ただし、「印紙税法」及び関連公告では、「増値税の金額が明記されていない」

場合の取り扱いについて、明確に規定されていない。そのため、実務上、納税者が契約書を作成する際に、代金と増値

税の金額を区分して明記し、増値税の金額の正確性を確保することが推奨される。 
 
 

ケーススタディ 
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減免税措置の適用ルール 
 
公告では、「課税文書に印紙税の減免税措置が適用される場合、当該課税文書を作成したすべての納税者が関連の印紙

税減免税優遇政策を享受できる（特定の納税者にのみ適用される印紙税の減免税優遇政策を除く）」と規定されている。 
 
また、公告は旧印紙税暫定条例の下の印紙税優遇政策を分類・整理した。企業納税者の懸念する企業の形態変更・再編

に関連する一部の印紙税優遇政策（即ち、財税[2003]183 号通達における一部の印紙税優遇政策）は、「印紙税法」の発

効後も引き続き有効であることが定められた。ただし、当該優遇政策は、県レベル以上の人民政府及び所轄行政機関か

ら承認を受けて形態変更・再編を行った企業にのみ適用される。実務上、非貨幣性資産を用いた投資、持分譲渡または

資産譲渡など、政府・行政機関による承認を得る必要のない企業再編に対して、印紙税の関連ルールをどのように適用

すべきかについて、議論が生じる可能性がある。将来、財政と税務を司る行政機関が関連分野で政策を公布することで、

企業の形態変更・再編に関わる印紙税の取り扱いをより明確にすることが期待される。 
 
 
まとめ 

 
総じて言えば、今回公布された公告は、「印紙税法」に関する若干事項の政策実施基準を明確化し、法執行の透明性向

上に寄与するものである。一方、実務に関する業界の一部懸念事項（例：国外納税義務者の自主申告方法など）につい

て、依然として明確化されておらず、財政・税務を司る行政機関が追ってガイドラインを策定し公布することが期待さ

れる。影響を受ける可能性のある企業（例：クロスボーダー取引に従事し、頻繁に課税文書を作成する必要がある国内

外の企業など）は、関連法規と実務上の動向に留意し、税務機関或いは専門機構とのコミュニケーションを維持するこ

とが推奨される。私どもは、引き続き最新の政策動向に留意し、関連する分析と考察を随時提供する。 
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